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ＰＣＲ検査補助実現


無症状コロナ感染者の早期発見・保護が重要との認識が広がる中、甲良町でも「希望すればPCR検査が受けられるように」との願いを受け、２万５千円を限度に無料で受けられる制度が予算化されました。約２０人（６月７日現在）の方が利用。県下で補助制度があるのは甲良町以外で、日野町、大津市です（6月10日現在）。








町民ひとり５０００円給付


昨年９月議会で、町は各字自治会にコロナ・防災対策として一律３００万円支給を提案。一方、議員有志は、町の案は大字も小字も一律では不公平で町民の暮らし支援にはならないとして「一人５千円支給」の修正予算を提出し可決。町長の「個人給付は今後行わない」とする方針を批判・克服して、やっと今年３月実行させることができました。








昨年、新型コロナウイルス感染が甲良町の小・保・中の子供たちにも広がり町民全体の認識が共有され、努力が深まりました。日本共産党は当初からコロナの特別な危険性を指摘し「いのち・くらし第一の政治を」と訴え、一致できる政党・議員と共同して、活動してきました。この間の主な取り組みを紹介します。








「日本政府に核兵器禁止条約の参加を求める意見書」全会一致で可決！！


　2017年７月に国連総会において122か国の賛成で可決した同条約が今年１月22日発効。人類史上初めて「残虐極まりない核兵器は違法」となったのです。しかし、唯一の戦争被爆国の日本政府・菅政権は一貫して背を向けています。


　３月議会で西澤議員は６人の議員と共同して意見書を提出。２人の無所属議員が「世界のリーダーシップを発揮すべき」「今後も粘り強く訴えていく」などと賛成討論を行い、全員賛成で可決しました。





2017年7月7日、核兵器禁止条約の採択が決まった歓喜の中で握手を交わす被爆者のサーロー節子さん（中央）と藤森俊希さん（その左）＝ニューヨークの国連本部（しんぶん赤旗より）





小零細建設業者へ予算増額


令和３年度予算において町内の小零細建設業者の仕事起こしのため「道路維持補修」として、町提案に１千２百万を増額し３，２３６万円の修正案を他の議員と共同して提出・可決。











水道基本料金12か月免除


「水道料金が安くなって助かるわ！！」の声が寄せられています。コロナで収入が減少する中「くらし応援にこそ予算を」と願う声が行政と議会を動かしています。国の地方再生特別交付金を活用して昨年６～１１月と今年３～８月が基本料免除となりました。








安定ヨウ素剤事前配備


原発事故に備えて子供たちを守るため安定ヨウ素剤を被ばく前に服用することが「高い効果あり」とされています。甲良町では昨年「原発のない社会をつくる会」からの「事前配備を求める」請願が全会一致で採択されたことを受け、令和３年度予算に保・幼・小・中・特別支援の全ての施設に安定ヨウ素剤の事前配備予算を計上、配備が実施されました。
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町長給与をめぐる


「争い」は終止符へ


町長給与減額議決が知事裁定（※）により取り消されたことを受け、西澤議員は、野瀬町長のしっかりしたリーダーシップを求めながら、話し合い路線支持を表明しました。


知事裁定を受けた議長談話（抜粋）


町議会は町長をイジメている訳ではありません。町長の指導・監督の欠如を問題にして、反省と改善を求めているものです。


しかし、裁判を起して双方が争うことになれば、町政の重要課題から外れる事態になりかねません。そのうえ、弁護士や裁判費用等に多額の貴重な税金を使うこととなり、それは、われわれの意図するものではなく、町民の理解と支持は得られないとの結論に至りました。


今、新型コロナウイルスが猛威を振るい町民のいのちと健康、暮らし・営業を脅かしている厳しい現実の下、また甲良町政が直面している人口減少などの課題の解決にこそ力を集中しなければならないと考えます。


【※「知事裁定」とは：地方自治法により争いを「裁判」の手段に進む以前に双方の主張を聴取し、「自治紛争処理委員（３人）」に諮り、下す決定のこと。「判決」とは異なります】





水道技術管理者の配置を


水道法第19条で義務づけられている水道技術管理者が建設水道課にいないことが専門筋の方からの告発で発覚しました。他課の職員に「兼務」させているだけ。「違法状態」です。水道技術管理者は、安全な水道水供給のため水質監視や事故時の対応など、８事項の任務を担っています。西澤議員は６月議会の一般質問で「ただちに正常に配置すべきだ」と迫りました。
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五輪は中止！


いのち守れ


　緊急事態宣言が6月20日に解除され、東京は再拡大の兆し。尾身会長が「無観客が望ましい」と強調しているにも関わらず、「上限１万人」を強行決定。


感染力が約２倍とされるデルタ株ウイルスが入国した選手団から爆発的に広がる危険が警告されています。


国民のいのち・健康を犠牲にして、政治的思惑だけを押し通そうとしている菅政権に厳しい批判・「五輪は中止を！」の声が湧き起っています。


総選挙勝利で菅政権退場へ！


北海道、長野、広島の勝利に続いて来る総選挙で市民と野党の共闘勝利、日本共産党の躍進を勝ち取り、菅政権を退陣に追い込むことを呼びかけます。





コロナ対策に逆行＝


「医療費2倍・病床削減」強行


今国会、コロナで国民が苦境に陥っているにも関わらず自民・公明・維新などが75歳以上の医療費窓口負担を２倍にする法律を強行採決。入院できず自宅療養者が増えている現状を無視して病床削減法を強行。しかも削減に協力した病院には消費税の財源から「報奨金を」ととんでもない菅政権です。








「しんぶん赤旗」


より転載





▲新ごみ処理施設の建設が


計画されている西清崎地先・荒神山の山麓付近








新ごみ処理場計画は見直しを


彦根市・犬上３町・愛荘町で構成する広域行政組合が事業主体となり進めている「新ごみ処理施設建設計画」は施設費だけでも２００億円。甲良町の負担は約11億円と試算されます。そのうえ土地造成費、搬入道路整備費などで数十億円を要すると見られています。建設候補地となった荒神山東山麓は軟弱地盤、土砂災害危険区域であり、自然・文化・信仰と相いれないとの指摘もあり、「ゴミ減量化」「地球温暖化対策・脱炭素社会」に逆行するもので計画の見直しが強く求められます。











